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1. はじめに  

わが国では厳しい財政事情の下，限られた予算での

質の高い社会基盤整備事業の実施が求められており，

科学的論拠に基づいた適切な事業評価が一層重視され

ている．ここで道路整備事業では通常，所要時間短縮，

走行経費軽減，交通事故軽減の 3 便益により事前評価

や再評価がなされるが 1)，交通安全対策事業の事後評価

では対策前後の事故件数を比較し，効果検証されるこ

とが多い．このとき事業対策後の効果は事後一定では

なく，経時的な変動を有すると思われるが，その不確

実性は評価に反映されていない．従って，対策後の効

果の経時的変動も加味した評価検討が必要といえる． 

本研究では信号交差点における交通安全対策事業と

して歩車分離式信号制御(以下，歩車分離制御)に着目し，

まず，事業実施による効果の経時的変動について事故

発生件数の変化を分析する．次に，リアルオプション

(Real Option，以下 RO)を適用し，不確実性を考慮した

交通安全対策事業の評価を行う． 

2. 使用データと事故特性分析 

名古屋市内 6 箇所の歩車分離制御交差点のデータを

使用する．歩車分離制御導入後の事故件数の平均値，

標準偏差と交差点面積，サイクル長を表 1 に示す．ま

た，赤塚，東別院の事故件数推移を図 1，図 2 に示す． 

表 1 より，小川は事故件数が他の交差点に比べて多

いが事故件数の変動は小さく，一方，水主町では事故

件数は少ないものの件数の変動は大きいことがわかる． 
図 1 より，赤塚では歩車分離制御導入直後は事故件

数が減少したものの，その後増減を繰り返している．

一方，図 2 より，東別院は赤塚より事故件数は少ない

ものの同様の事故件数の推移をしていることがわかる． 
3. 本研究の位置づけと RO の適用 

RO とは金融商品以外の実資産に対して，オプション

理論を適用したものであり，社会基盤整備事業に適用

することでオプション価値を算出し，不確実性を組み

込んだ事業評価が可能と考えられる．RO の研究蓄積は

非常に多く例えば 2),3)，道路整備や公共交通整備の評価に

も適用された例も複数存在しているが例えば 4),5)，RO を交

通安全対策評価に適用した事例は少ない． 

4. RO による交通安全対策評価 

本研究では，オプション価値算定に 2 項モデルを適

用する．2 項モデルでは，事業便益 S0が 1 期先に上昇

する(S1=S0・u)か下降する(S1=S0・d)という単純な動きを

繰り返すと仮定して，将来の事業便益 Si を予測し算出

できる(前進計算，式(1))．各期において，前進計算より

算出した原資産価値(将来事業便益 Si)と行使価格(事業

に要する費用 C)の差と 1 期先の期待値から算出した保

有価値を比べて，大きい方をその時点のオプション価

値として求める(式(2)，(3)，(4))．この計算を満期日(事

業評価期間)から 1 期ずつ遡り行うことで最終的にオプ
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表 1 交差点の特徴 
交差点名

特徴 赤塚
東別

院 

古渡

町 

水主

町 
小川

市役

所 
平均値[件/年] 14.00 9.43 10.50 8.56 16.38 11.14

標準偏差[件/年] 5.80 3.58 4.36 4.03 3.39 4.29
変動係数 0.41 0.38 0.42 0.47 0.21 0.39

交差点面積[m2] 3973 2887 4400 2978 5672 6384
サイクル長[s] 160 150 160 160 160 160
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図 1 事故件数推移（赤塚） 
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図 2 事故件数推移（東別院）（制御導入 2001 年） 

歩車分離制御導入 
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ション価値の現在価値を算出できる(後退計算)6)． 

 なお，交通安全対策では事業実施により，事故件数

が 0 件になる場合，事前の最大事故損失額に対して，

最大便益が得られると考える．よって，前進計算では，

この値を超えないように制約条件を定める(式(5))． 
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ここで，u：便益の上昇率，d：便益の下降率，σ：変動率，Cop：
オプション価値，Cui：i 期の上昇事業便益，Cdi：i 期の下降事

業便益，p：増加確率，p’：減少確率，R：現価係数，Si：i期
における将来事業便益(原資産価値)，C：事業に要する費用(行
使価値)，r：社会的割引率，L：制約条件額［円］，j：制約条

件における事故類型，αj：類型別 1 件あたりの損失額［円/件］，

Xbefore：導入前事故件数［件］，Xafter：導入後事故件数 0［件］ 

(1) 社会的便益の現在価値 

交通安全対策事業による社会的便益 S0は，対策事前

と対策直後の損失額の差分を用いる．本研究では，事

故類型別の事故損失額 7)，に当該事故件数を乗じた値を

損失額とし，対策事前事後の差を事故低減便益とする．

表 2 に赤塚の事故軽減便益の算出結果を示す． 

(2) 事業に要する費用，導入検討期間及び社会割引率 

歩車分離制御導入事業費として信号機改良，コンサ

ルタント交差点改良設計費を計上する(表 3)．また，事

業の導入検討期間は 5 年とし，社会的割引率は既存の

費用便益分析マニュアル 1)に基づき 4%とする． 
(3) 社会的便益の変動率 

 本研究では安全対策導入後の事故件数の変動を事業

効果の不確実性と捉え，変動係数により便益の変動率

を表現する．ここで，歩車分離制御未導入交差点での

効果検証を行うため，表 1 に示す 6 箇所の交差点デー

タを用いて，歩車分離制御導入後の変動係数を推計す

るモデルを構築する．得られたモデル式を以下に示す． 

)6(315.2628.01 ⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅+−= xσ  

ここで，σ1：変動係数，x：直進車線幅員［m］（R2=0.715） 

5. ケーススタディ交差点における交通安全対策評価 

本章では，歩車分離制御未導入の事故多発交差点(過

去 7年の平均事故件数27件)である東新町交差点を分析

対象とし，歩車分離制御導入効果について検証する．

ここで，事故軽減便益については，歩車分離制御導入

の事前，直後データが揃っている赤塚(Case1)，東別院

(Case2)の 2 ケースの値を用いる．表 2 の赤塚同様に東

別院の事業便益を算出すると，S0=668.7[万円]となり，

社会的便益の変動率は式(6)より σ=0.43 となった．なお，

便益の制約条件は式(5)より 18069.5[万円]であった． 

歩車分離制御導入による事業評価結果を表 4に示す． 

これより，Case1 ではオプション価値を考慮しないと

B/C は 1.0 に留まるが，オプション価値を考慮すると 1.5

になり，一方，Case2 ではそれぞれ 1.3，2.0 となった．

よって歩車分離制御は事故損失軽減便益のみでも大き

な効果が見込める交通安全対策であることが示された． 

6. おわりに 

 本研究では，信号交差点における交通安全対策事業

に着目し，事業の効果に関わる事後の事故件数の変動

特性や対策による事故の発生状況の違いを分析し，ま

た，事業評価に RO を適用することで，不確実性を考慮

した安全対策効果を定量的に示した． 
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表 2 赤塚交差点の歩車分離制御導入による事業便益 7) 

 人対車
両

正面衝
突

側面衝
突

出合頭
追越接

触
追突 単独 その他 合計 便益（千円）

平均件数 0.0 0.2 0.8 0.6 0.6 9.4 0.2 1.2 13.0

1件損失額（千
円／件）

1193 1655 1357 1240 1192 1153 1372 1336

損失額（千円） 0 331 1086 744 715 10841 274 1603 15594

平均件数 0 0 0 0 0 9 0 0 9

1件損失額（千
円／件）

1193 1655 1357 1240 1192 1153 1372 1336

損失額（千円） 0 0 0 0 0 10380 0 0 10380

事
前

5214.3

事
後

 
表 3 歩車分離制御導入事業費 8) 

信号機改良工事費
（円）

コンサルタント交差
点改良設計費（円）

歩車分離制御導入
事業費（円）

872,610 4,242,727 5,115,337  
表 4 歩車分離制御導入による事業評価結果 

 オプション

価値(A) 
通常便益

(B) 
費用
(C) B/C (A+B)/

C 
Case1 236.3 521.4 511.5 1.0 1.5 
Case2 348.9 668.7 511.5 1.3 2.0 

(A,B,C の単位：万円) 
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